
書式第 12号 (法第 28条関係 )

202■年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人  リトリト

1 事業の成果
キャリア学習イベン ト等活動の企画・実施事業

L東京都立町田総合高校にて探究の授業の企画運営。毎週火曜日に大学生とともに出前授業を行い主に

1年生を対象に未来展望感を育むためのプログラムを実施。

人づくりを通 じた社会活性化に関する事業

L毎週月曜日・金曜日に不登校生を対象にしたフリースクール「探求フリースクール・マチラボ」を実施。

「不登校が強みがなるような居場所作り」をテーマに将来役に立つワークショップを実施。

人づくりを通じた社会活性化に関する事業

L松葉谷戸公園に冒険遊び場を作る事業として東京都町田市成瀬地区にて地域のこどもたちに向けたコ

ミュニティーの支援を実施。大学生ボランティアを延数 108名、その他スタッフとして当団体から2名

の職員を派遣している。地域の放課後等でサービスや保育園、上記のフリースクールの活動の場として

利用してもらうことが出来た。

また、寄付金として受け取った 1,000,000円 で電気工具や木材等を購入し、滑り台などの新規遊具を製

作し、遊び場のとしての幅を広げた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【3834】 千円)

事 業 報 告 用
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書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 5年度 活動計算書 (その他事業が∠迅生場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人   ツトツト
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  リトリト
単 :円 )

小計・合計金  額目科

853,624

053,624

0

853.624

2 定資産

現金預金

未収金

棚卸資産

(2)無移固定資産
ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

A】 資 産 の 部

1 識働資産

(1)有形固定資産
車両運搬具
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式 16 法 28条関係 )

令和 5年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人   リトリト

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
NPO法人会計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によつています。

(2)固定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の退職金に備えるため、冬季末における退職給付責務に基づき冬季末に発生していると認められる

金額を計上します。なお、退職給付責務は期末自己都合要支給額に基づいて計算します。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供物の物的サービスの受け入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2. 事業別損益の状況
:円 )

事 業 報 告 用

管理部門 合計事業部門計汚ヽ働び)企画・火L'
′―マライゼ~ン ■ン

なコミュニテイ■贅

人´くらをるした,1,

活●化に関する0葉
科 目

380,000

-500,000

0

1,822,400

0

380,000

-500,000

1,393,800 428,600

1,702,400380,000428,600893,800

0

1,370,000

0

0

1,050,000 320,000

1,370,0001,050,000 320,000

40,000

148,600

65,320

120,000

8,470

142,678

240,000

1,929,001

196,502

164,850

157,288

8,470

142,678

200,000

1,780,401

131,182

164,850

37,288

373,920 2,838,7892,464,869
373,920 蜃褻面口3,514,869 320,000

-2,506,389□回ЮDＦ

】D108 600-2,621,069

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4.事 業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
業務委託金

役員報酬

退職給付費用

人件費計

(2)そ の他経費
会議費

旅費交通費

地代家賃

消耗品費

印刷製本費

謝金

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

■□□回
■■□回



算定方法内容 金額

・
４

3. 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

5. 固定資産の増減内訳

6. 借入金の増減内訳
(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

(単位 :円 )

:円 )

期末残高 備考期首残高 当期増加額 当期減少額内容
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8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の核分方法

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

"定
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書式第 18号 (法第 28条関係)

2024年度年間役員名簿 (前事■年度において役員であつたことがある全■の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における颯翻の有無を

“

●した名簿)

特定非営利活動法人  リト]リ ト

1 確認事項 (法第20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1
監事

ヒロタユウタ
゛
イ 2023年 9月 1日

2024年 8月 31日

年   月    日

年   月    日廣田悠大

2 監事
ヤマク
゛
チユウスケ 2023年 9月 1日

2024年 8月 31日

年 月

月

日

日年山口雄輔

3 監事

ミツヤマユ 2023■19月 1日

2024年 8月 31日

年 月

月

日

日年三谷真由

4 監事

フシ
゛
カワカス・トン 2023年 9月 1日

2024年 8月 31日

年 月

月

日

日年藤川和俊

5 理事
ヤマモトミタス

 
2023年 9月 1日

2024年 8月 31日

年   月  日

年 月 日山本満

6 監事理事

オクサ
゛
ワタカヒロ

  

2023年=9月 1日

2024年 8月 31日

年 月

月

日

日年奥澤高広

7 理事・監事

年   月 日

日年   月

年   月   日

年:   月    日

8 理事・監事

年 月

月

日

曰年

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

ロ年

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

事 業 報 告 用

理

理事

事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 リ ト:リ ト

氏   名

1
廣田悠大

2 山口雄韓

3
三谷真由

4 藤川和俊

5
山本満  

6 山口めぐみ

7 大浦 絢子

8 橋詰 牧

9 奥澤高広

10 野中元樹

11

12




